
【参考】  

介護保険法第 41条(居宅介護サービス費の支給) : 抄 

第 41 条 市町村は、要介護認定を受けた被保険者（以下「要介護被保険者」という。）のうち居宅において介護を受けるもの(以下「居宅

要介護被保険者」という。)が、･･･(略) 指定居宅サービスを受けたときは、当該居宅要介護被保険者に対し、当該指定居宅サービスに

要した費用･･･(略)について、 居宅介護サービス費を支給する。･･･(略)  

６ 居宅要介護被保険者が指定居宅サービス事業所から指定居宅サービスを受けたとき(当該居宅要介護被保険者が第 46条第 4項の規定

により指定居宅介護支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合であって、当該指定居宅サービスが当該指定居宅介

護支援の対象となっている場合その他の厚生労働省令で定める場合に限る。)は、市町村は、当該居宅要介護被保険者が当該指定居宅サ

ービス事業者に支払うべき当該指定居宅サービスに要した費用について、居宅介護サービス費として当該居宅要介護被保険者に対し支

給すべき額の限度において、当該居宅要介護被保険者に代わり、当該指定居宅サービス事業者 に支払うことができる。 

７ 前項の規定による支払があったときは、居宅要介護被保険者に対し居宅介護サービス費の支給があったものとみなす。 

 

介護保険法第 46条(居宅介護サービス計画費の支給) : 抄 

第 46 条 市町村は、居宅要介護被保険者が、当該市町村の長又は他の市町村の長が指定する者(以下「指定居宅介護支援事業者」という。)

から当該指定に係る居宅介護支援事業を行う事業所により行われる居宅介護支援(以下「指定居宅介護支援」という。)を受けたときは、

当該居宅要介護被保険者に対し、当該指定居宅介護支援に要した費用について、居宅介護サービス計画費を支給する。 

４ 居宅要介護被保険者が指定居宅介護支援事業者から指定居宅介護支援を受けたとき(当該居宅要介護被保険者が、厚生労働省令で定

めるところにより、当該指定居宅介護支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合に限る。)は、市町村は、当該居宅

要介護被保険者が当該指定居宅介護支援事業者に支払うべき当該指定居宅介護支援に要した費用について、居宅介護サービス計画費と

して当該居宅要介護被保険者に対し支給すべき額の限度において、当該居宅要介護被保険者に代わり、当該指定居宅介護支援事業者に

支払うことができる。 

 

介護保険法施行規則第 64 条(居宅介護サービス費の代理受領の要件) :抄 

第 64 条 法第 41 条第 6 項の厚生労働省令で定める場合は、次のとおりとする。 

一 居宅要介護被保険者が指定居宅サービス･･･を受ける場合であって、次のいずれかに該当するとき。  

イ 当該居宅要介護被保険者が法第 64 条第 4 項の規定により指定居宅介護支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場

合であって、当該指定居宅サービスが当該指定居宅介護支援に係る居宅サービス計画の対象となっているとき。 

 

厚生労働省平成 18 年 4 月改定関係 Q＆A (vol.2) 

（問 52）要介護・要支援認定の新規申請、区分変更申請など、認定申請後に要介護度(要支援度)が確定するまでの間のいわゆる暫定ケ

アプランについては、どこが作成し、また、その際には、介護給付と予防給付のどちらを位置付ければよいのか。 

 

 (答) いわゆる暫定ケアプランについては、基本的にはこれまでと同様とすることが考えられる。したがって、要介護認定又は要支援

認定を申請した認定前の被保険者は、市町村に届出の上で、居宅介護支援事業者又は介護予防支援事業者に暫定ケアプランを作成して

もらい、又は自ら作成し、当該暫定ケアプランに基づきサービスを利用することが考えられる。その際、居宅介護支援事業者(介護予防

支援事業者)は、依頼のあった被保険者が明らかに要支援者(要介護者)であると思われるときには、介護予防支援事業者(居宅介護支援

事業者)に作成を依頼するよう当該被保険者に介護予防支援事業者を推薦することが考えられる。また、仮に居宅介護支援事業者におい

て暫定ケアプランを作成した被保険者が、認定の結果、要支援者となった場合については、当該事業者の作成した暫定ケアプランについ

ては、当該被保険者が自ら作成したものとみなし、当該被保険者に対して給付がなされないことがないようにすることが望ましい。な

お、いずれの暫定ケアプランにおいても、仮に認定の結果が異なった場合でも利用者に給付がなされるよう介護予防サービス事業者及

び居宅サービス事業者の両方の指定を受けている事業者をケアプラン上は位置付けることが考えられる。 

 


